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旦堆積することや干潟の地形変化は河川からの流出土砂

量によって大きく異なること示している．しかし，従来

の白川河口干潟での土砂収支では，供給量の2倍に相当

する量の土砂堆積（シルト・粘土）が算出されることや

沖側へ年間35万m3の土砂流出が推定されるなど，定量的

な精度に関してはさらなる検証が必要と考えられる．

栗山・橋本（2004）は1976年～2003年の間に合計8回

行われた深浅測量結果を用いて白川河口域での広域かつ

長期間の土砂収支を検討するために，以下の3つの方法

を用いている．a）海底地盤高の測量は音響測深結果を使

用，b）沿岸方向の土砂移動量の算定は，波浪による海浜

流が卓越する場でキャリブレーションされた沿岸漂砂量

公式を適用，c）土砂収支に関してはシルト・粘土・砂な

どを区別せず土砂体積量で算定．しかし，例えば a）に

関しては次の2点が算定精度低下の要因として考えられ

る．1）音響測深による地盤高測量の精度は観測船の動揺

などを考慮すると最大で±10cm程度であり，干潟域全体

の土砂体積量では数万～数十万m3程度の誤差を有する．

2）さらに，底質表面を通常の堆積したシルト・粘土の密

度の十分の一程度の密度である「浮泥」が覆うと，見か

けの体積が前者の10倍程度となり，土砂収支の精度を低

下させる（末次ら, 2005）．b）に関しては，潮汐が卓越す

る場に対して波浪諸元で規定される沿岸漂砂量公式を適

用することの妥当性に関しては検討の余地が残る．宇野

ら（2002），末次ら（2005）は流速・濁度計測と底質サン

プリングなどを併用した浮遊輸送フラックスによる粒径

別土砂移動量の算定方法を提案し，白川河口域での土砂

収支に適用している．しかし，浮遊フラックス計測は河

道内と河口のみであり，潮間帯上での浮遊フラックス計

測は行っていない．そのため，潮間帯の土砂収支の精度
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To estimate monthly sediment budget based on a mass of silt and clay on an intertidal flat adjacent to Shirakawa River
mouth, monthly bed level and net sediment flux monitoring were conducted from October 2006 to October 2007.  The
bed levels were measured using electric distance meter during low tides.  Water level, flow current, and sediment
concentration were measured continuously on the flat.  The intertidal flat was accreted with normal discharge
conditions mainly due to a net import along the coastal line directed to river mouth.  However, the flat was eroded
with large discharge conditions (1,500 m3/s) occurred during low tides.  A net offshore sediment transport in the large
discharge was four times larger than that in the normal discharge.  

1. はじめに

潮間帯干潟上での土砂動態（底質輸送・地形変化・土

砂収支）は，そこに生息する二枚貝類の生存に影響を及

ぼす重要因子と考えられている（Tamakiら, 2008）．この

土砂動態のメカニズムを解明し，干潟生産力の向上を行

うことは，漁業資源としてだけでなく，沿岸域の環境保

全・再生を実現する上で重要である（水産庁, 2008）．ま

た現在，地球温暖化の影響により，沿岸域においては海

面上昇や高潮・高波による災害リスクの増大等も懸念さ

れている．特に，内湾に位置する干潟は種々の外力変動

の影響を受けて容易に変形・消失すると考えられてお

り，潮間帯干潟上での土砂動態のメカニズムを把握する

ことは沿岸防災計画上においても極めて重要な研究課題

のひとつと位置づけられる．

河道～潮間帯～潮下帯を含めた広域土砂動態に関して，

Kinekeら（1996）がAmazon川河口域で，Harrisら（2005）

はEel川河口域での現地観測や数値解析より，出水時に

河川から流入した土砂は，一旦，潮下帯付近に堆積し，

その後，種々の外力の影響を受け岸沖・沿岸方向に移

流・拡散することを明らかにしている．また，宇野ら

（2002），末次ら（2002），栗山・橋本（2004），末次ら

（2005）も熊本県白川河口付近の広域観測結果より，出水

時に白川から流入した土砂は，河道・澪筋・潮下帯に一
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は地形測量に依存するが，音響測深を使用しており，そ

の精度は前述のとおりである．次に c）に関しては，通

常の砂浜に比較して干潟域ではシルト・粘土成分が増加

するため，土砂体積量は粒度組成（粒形分布），含水比等

の影響を受けやすい．そのため，干潟域での土砂収支の

検討においては，土砂体積ではなく粒径別の土砂質量を

用いる方が理解しやすいと考えられる．

そこで本研究では，トータルステーションを用いた直

接地盤高測量と潮間帯干潟上での底質の浮遊輸送フラッ

クス計測を併用し，シルト・粘土の質量に基づいた土砂

収支法を提案する．また，本提案手法を熊本県白川河口

域の潮間帯干潟上での土砂収支に適用し，河川出水量と

土砂動態の関係などについて検討した．

2. 現地観測

観測は図-1に示す熊本県白川河口域の潮間帯干潟上で

実施した．対象領域には6本の観測ラインを設置してお

り，左岸Lラインと右岸R3ラインは2000年12月から，

右岸R3以外の4ラインは2004年5月から毎月干潟地盤高

の現地観測を実施し，現在も継続中である．砂浜に比較

して干潟の地形変化量は小さいこと，および計測時間が

干潮時に限られるため，トータルステーション（SOKIA

SET3A）を用いて地盤高の計測を行った．測定間隔はL,

R3が50m間隔，その他の測線は80m間隔であり，測線の

延長は場所によって異なるが,それぞれ大潮干潮時の汀線

付近（2.5～1.5km）までとした．

底質の浮遊輸送フラックス計測のため，水位・流速・

濁度・塩分の計測機器をR2ライン上の堤防から沖に約

400mのA点，約1,040mのB点および約1,520mのC点の3

ヶ所に設置した．計測手法の詳細はYamadaら（2009）

に詳しい．B点での計測は2004年7月から開始し，観測

期間中の参照点として常時連続計測を継続しており，こ

れまでに約 1,900潮汐分の時系列を取得した．A点は，

2005年 10月～ 2006年 9月まで，C点は 2006年 10月～

2007年3月までの期間でデータを取得した．B点以外の2

点は同時期の計測ではないため，山田ら（2007）が提案

した潮汐位相平均手法を用いてA・C点の計測期間毎に

B点の平均的な浮遊輸送フラックスを算出し，比較した．

その結果，1年ほど連続計測を行って得られる平均的な

流動・浮遊場にはほとんど差が見られなかった．

岸沖方向の干潟地形の時系列変化を鉛直変位パラメー

タとして図-2に示す．このパラメータは平均断面との偏

差を岸沖方向に積分したものであり，堆積の場合（+），

侵食の場合（-）の値となる（Yamadaら, 2009）．2005年

9月頃に干潟が急激に侵食（50cm程度）されているが，

その期間に異常な外力変動は存在しないため，人的要因

を含めて調査したところ，2005年 7,8月に白川河口で

86,000m3（延長2.4km，幅40m）の澪浚渫が実施されてい

た（図-1）．この量は白川河口テラスに堆積する年間

（2003年度）の土砂量にほぼ等しい（末次ら，2005）．ま

た，2008年7月にも同じ場所で約6,000m3の澪浚渫が実施

されていたので，人的インパクトの影響を極力押さえ自

然外力下での土砂動態を把握するために，今回は2006年

10月～2007年10月の期間で検討を行った．

潮汐に伴う底質の浮遊輸送フラックス（kg/m/s）につ

いて，観測した水位・流速・濁度の時系列データより検

討した．ここでは流速・濁度に関しては，水深方向に一

様な分布を仮定し，潮汐（水没時間）毎に上げ潮・下げ

潮期間で浮遊輸送フラックスを積分することで，単位幅

あたりの浮遊輸送量（kg/m）として，その時間変動を求

めた．図-3はA・B・C点における1ヶ月ごとに累計した

浮遊輸送量の南北（沿岸）成分を示す．（+）値は北向・

（-）値は南向の移動を表す．中潮間帯下部に位置するB

点では上げ潮・下げ潮時の浮遊移動の卓越方向に相違が

見られるものの，netの移動量としては 3点ともに南向

（白川河口側）が卓越している．また，その移動量は最

大で2.0×104（kg/m）程度と算定され，流速・濁度の水

深一様分布の仮定などを考慮すると，場所による移動量

の相違はあまり大きくないと判断される．

次に1潮汐間の平均的な底質の浮遊輸送パターンを検

討するために，潮汐位相平均手法で求めた3地点の浮遊

輸送フラックスの時空間分布をベクトル表示したものを

図-4に示す．上げ潮・下げ潮時は地形の等高線に直交す

る底質輸送が生じ，満潮時にも白川側への有意な底質輸

図-2 干潟岸沖断面の鉛直変位パラメータの時系列図-1 現地観測場所（白川河口域）



北側領域： QA1 = QN + QW1 + QS …………………（1）

南側領域： QA2 = QS + QW2 + a・QR ………………（2）

ここで，QA1，QA2はそれぞれR5・R2測線およびR2・

R1測線で囲まれた領域内のシルト・粘土の質量変化量

（kg）である．また，QNは北側境界（R5測線）より流

入・流出するシルト・粘土の質量（kg），QW1, QW2は西側

（沖）境界より流入・流出するシルト・粘土の質量（kg），

QSはR2測線より流入・流出するシルト・粘土の質量

（kg），QRは河川から流入するシルト・粘土の質量（kg），

aはその潮間帯干潟の地形変化寄与率である．なお，東側

（岸）境界では，堤防が全域に建設されており，シルト・

粘土の流入・流出を考慮する必要はない．本検討では，

QA1，QA2は直接地盤高測量結果より，また，QW1, QSは浮

遊輸送フラックス計測結果より算定し，既知量として取

り扱うので，未知量は，QN，QW2およびaの3つとなる．

（1）解析領域内の土砂体積変化量の算出

R1～R5測線上の地盤高測点の位置座標から，近接4点

間の重心を求め，境界以外では測点を包含するように矩

形小領域に分割する（図-6）．小領域内で地盤高は一定と

し，2006年10月（基準月）からの各小領域の土砂体積変

化量を求め，それを月ごとに南北2つの領域毎に総和す

る事で土砂体積量の時系列を算出する．なお,解析領域の

大きさは，年間を通じて大潮干潮時に干出する地点のみ

が対象であり，lN=748m, lW1=1,380m, lW2=306m, lS=1,440m,

lE1=617m, lE2=145m，また，2分割した領域の面積は，北

側からそれぞれ0.76 km2，0.28 km2である．

（2）シルト・粘土の質量変化量（QA1, QA2）の算定

底質の体積は，空隙と砂およびシルト・粘土の線形和

で表現できると考え，シルト・粘土のかさ密度を宇野ら

（2002），中川ら（2004）の白川河口での観測結果を参考

に1.3g/cm3，存在比を30％として，南北2つの領域毎に

シルト・粘土の月累計の質量変化量QA1, QA2（kg）を求

める．

（3）浮遊輸送フラックス計測に基づく（QW1,QS）の算定

沖側境界およびR2測線を通過して流入・流出するシル

ト・粘土の質量（QW1, QS）は，B, C点で1潮汐毎に積分
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送が存在し，1潮汐間では白川向きの輸送が卓越するこ

とがわかった．これは，浮遊輸送に対して上げ潮・下げ

潮時は局地的な地形勾配に応じた潮汐運動が支配的であ

るが，満潮時には白川の河川流出や水位勾配の影響を受

けるためと考えられる．なお，図-3と比較してC点の浮

遊輸送フラックスが大きくなっているのは，潮汐位相平

均を計算する際に日潮不等の影響で水没時間が10時間を

越えるデータを省いたためである．A・B点では水没時

間全体の約10％以下であるのに対して，C点では水没時

間全体の約56％がこれに相当する．C点で省かれたデー

タの平均水没時間は29.6時間であった．

3. シルト・粘土の質量に基づく土砂収支法

本研究では，直接地盤高測量と潮間帯干潟上での底質

の浮遊輸送フラックスの連続計測を併用し，シルト・粘

土の質量に基づいた土砂収支法を検討する．そのため，

解析領域を図-5のように，浮遊輸送フラックスを計測す

るR2測線を境として南北に2分割し，それぞれの境界上

で流入・流出するシルト・粘土の質量を定義した．

2つの領域での土砂収支は式（1）,（2）に基づき評価する．

図-3 月累計した浮遊輸送量（南北成分）の時系列

図-4 底質の浮遊輸送フラックスの時空間分布

図-5河口潮間帯干潟上での土砂収支の概念図



した浮遊輸送フラックス（kg/m）に対して，シルト・粘

土は境界から一様に流入すると仮定し，その境界線の延

長を掛け合わせることで，質量に換算し，月ごとに累計

する．

（4）白川から流入するシルト・粘土の質量（QR）の

算定

栗山・橋本（2004）と同様に白川の河川流量に比例し

た経験式（3）を使用し，まず，流入するシルト・粘土

の体積量を算定した．

Qsilt = 3.482×10-7Qriver
2.165 …………………………（3）

ここで，Qsiltは白川から流入するシルト・粘土の体積

量（m3/s），Qriverは白川の流量（m3/s）である．Qsiltにシ

ルト・粘土のかさ密度1.3g/cm3を乗じ，質量に換算し，

月ごとに累計する事でQR（kg）を算定する．図-7は2004

年4月～2008年1月の白川の河川流量とQRの時系列を示

す．白川の計画流量は2,000m3/sであるが，今回の検討期

間中の河川出水は最大で1,500m3/s程度であり，最近4年

間では最大である．ただし，流入したシルト・粘土の質

量で考えると2006年度の影響の方が大きい傾向を示す．

（5）未知量（QN，QW2およびa）の推定

（1）式中のQNに関しては，それ以外の項はすべて既知

量となるため，各項間の差分より求める．また，（2）式

中のQW2およびaについては，栗山・橋本（2004）と同

様に最小自乗法を適用し，両変数を決定する．

4. 解析結果

図-8は北側領域での月ごとの土砂収支の算定結果を示

す．同図は各領域でのシルト・粘土の質量変動量および

各境界を通して流入（+）,流出（-）するシルト・粘土の

質量を時系列で表している．北側領域の地盤高は，2006

年12月より減少傾向にあるものの，区間全体では，北側

境界より流入分（QN）が卓越し，堆積状態を維持してい

る．一方，南側領域の地盤高はほぼ平衡状態にある（図-
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9）．北側領域において，河川出水や平均潮位上昇が顕著

な7-9月に北から河口に向かう土砂移動（QN）が卓越す

る傾向が見られるが，詳細なメカニズムは現状では不明

である．

次に，河川出水時と平常時での平均的な土砂収支パタ

ーンを検討するために，図-8, 9の時系列を2つの時期に

分け，それぞれの期間で平均し比較を行った．図-10（a）

に示すように，平常時には北側境界において北から河口

側に向かう流入量QNが卓越し，北側領域の潮間帯干潟は

堆積傾向を示す．南側領域では，河川から流入するシル

ト・粘土の約14％（a=0.14）が干潟地形変化に寄与し，

堆積傾向を示すが，北側領域（QW1）よりも沖側への流

出量（QW2）は3倍程度大きい．一方，出水時（図-10（b））

は，北側領域においてQN, QSはともに北から河口側へ向

かって2～3倍程度増加するが，沖側へ流出するQW1が4

倍増加するため，潮間帯干潟全域で侵食傾向を示す．な

お，出水時はQW1，QW2はほぼ等しい．以上より，出水時

に河川から流入したシルト・粘土は一旦潮下帯などに堆

積し，平常時に潮汐の影響で北側から潮間帯干潟に流入

図-6 土砂体積の変化量算定の解析領域分割図 図-7 白川の流量とQRの時系列

図-8 QA1，QN，QW1, QSの時系列（北側領域）

図-9 QA2，-QS,の時系列（南側領域）
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する循環パターンの存在が示唆された．

また，出水時には南側領域からシルト・粘土が河口側

へ流出するが，その理由について考察する．図-11は今

回の対象期間中に生じた河川出水と潮位の時系列を示

す．2007年7月7日の出水のピーク流量は約1,500m3/sで

あり，発生時刻は下げ潮～干潮時刻と重なっている．そ

のため，河口付近のシルト・粘土は下げ潮時の潮流（沖

向き）と河川出水に伴う沖向きの流速の影響を受けた結

果と考えられる．よって，上げ潮～満潮時刻に河川出水

が重なる場合の土砂動態についても今後計測によって把

握し，土砂収支の精度向上を行う必要がある．

5. 結論

河口潮間帯干潟において，直接地盤高測量と底質の浮

遊輸送フラックスの連続計測を行い，シルト・粘土の質

量に基づいた土砂収支の検討を行った．平常時には北側

領域において北から河口側に向かう流入量QNが卓越し，

北側領域の潮間帯干潟は堆積傾向を示す．また，南側領

域では，河川から流入するシルト・粘土の約14％が南側

領域の干潟地形変化に寄与し，同じく堆積傾向を示す．

一方，出水時は，北～河口側に向かう量よりも多くのシ

ルト・粘土量が沖側に流出し，潮間帯干潟は全域で侵食

傾向を示す．今後は，土砂収支の精度向上のために，河

川出水と潮位の位相（タイミング）について検討する予

定である．また，平均的に北側から河口側に向かう土砂

移動のメカニズムについても，数値解析などを用いて検

討する必要がある．
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図-10 白川河口潮間帯干潟での土砂収支結果

図-11 潮位と河川出水の時系列
（2007年7月1日～10日）


